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CVM による経済評価 

CVM とは 

CVM（Contingent Valuation Method：仮想評価法）とは、財の内容を説明した上で、その価

値を増大させるために費用を支払う必要がある場合に個人や世帯が支払ってもよいと考える金

額（WTP（Willingness to Pay：支払意思額））、あるいはその財が悪化してしまった場合に悪化

しなかった場合の便益を補償してもらうのに必要な補償金額（WTA（Willingness to Accept：

受入補償額））を直接的に質問する方法である。 

CVM は、経済単位を世帯とみなし、世帯をベースとした便益評価を行う場合が多い。このた

め、具体的な便益計測においては、効果の及ぶ地域（「受益範囲」という）内から、平均 WTPの

集計対象とする地域（「集計範囲」という）を設定し、アンケート調査等で計測した集計範囲内

の一世帯当り WTP と、集計範囲内の世帯数（「集計世帯数」という）を把握し、両者の積を求め、

それに効果の及ぶ期間（「評価期間」という）を乗じて便益を算定する。 

 

表 1 効果（価値）を計測する各評価手法の概要（参考） 

 評価手法 手法の概要 課題 

顕
示
選
好
法 

旅行費用法 
（トラベルコス
ト法：TCM） 

施設を訪れる人が支出する交通費や費やす時間
をもとに効果の価値を計測する手法である。 
レクリェーション行動に基づく分析手法である
ため、観光地などのレクリェーションに関する
価値の分析に適する。 

レクリェーション行動
に結びつかない価値（歴
史的・文化的に貴重な施
設の存在価値）の計測は
困難である。 

代替法 
評価対象とする事業と同様の便益をもたらす他
の市場財の価格をもとに便益を計測する手法で
ある。 

適切な代替財が設定で
きない場合は適用でき
ない。 

ヘドニック・ア
プローチ法 

整備効果は地価に帰着するという仮説のもと、
地価関数を推計し、整備による地価の変化によ
り価値を計測する。 

地価関数で評価可能な
指標が限られる。 

表
明
選
好
法 

仮想的市場評価
法（CVM） 

環境の変化など、貨幣換算が難しい効果の価値を
アンケートにより把握する手法である。具体的に
は、整備による環境の変化に対し「いくらまで支
払えるか」という質問を行い、効果を定量的に把
握する手法である。 

アンケート調査を行う
必要があるため、適切な
手順、アンケート内容に
しないとバイアスが発
生し、推計精度が低下す
る。 

コンジョイント
分析 

CVMと同様に、アンケート調査により貨幣換算が
難しい環境の変化の価値を把握する手法である
が、価値を一括で尋ねるCVMに対し、価値を構成
する複数の要素の価値についても把握できる点
で相違がある。 

CVMと同様である。 

顕示選好法：人々の経済活動をもとに間接的に価値を計測 

表明選好法：人々に対象の価値を尋ね直接的に価値を計測 

出典：「水源環境保全・再生施策に係る経済価値評価及び経済的手法による県民意識調査委託業務 報告書」（平成

27年 3月） 
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表 2 CVMとコンジョイント分析のメリット・デメリット（参考） 

 CVM コンジョイント分析 

手法の 

概要 

環境の変化など、貨幣換算が難しい効果の価

値をアンケートにより把握する手法である。

具体的には、整備による環境の変化に対し

「いくらまで支払えるか」という質問を行

い、効果を定量的に把握する手法である。 

CVMと同様に、アンケート調査により貨幣換

算が難しい環境の変化の価値を把握する手

法であるが、価値を一括で尋ねるCVMに対

し、価値を構成する複数の要素の価値につ

いても把握できる点で相違がある。 

共通 
利用・非利用価値を問わず計測できる反面、恣意性が入りやすく、アンケートの調査設計

は入念に行う必要がある。 

メリット 

国土交通省の河川環境評価等において評価

マニュアルが策定されており、事例も多数

存在する。 

支払額の回答方式を支払カード方式、多段

階二項選択方式とする場合は、1種類の調査

票の作成で済む。 

支払意思を構成する要素毎の価値が把握で

きる。 

デメ 

リット 

複数の効果を一括でしか把握できない。ただ

し、AHP※等を併用することで、価値を構成す

る複数の要素のウェイトを把握することが

可能。 

※AHP（Analytic Hierarchy Process）階層

段階法といわれており、複数の要素の相対

的な重要度（優先順位）を定量的に計測する

ために個人に対して調査する手法。 

国土交通省等による評価マニュアルが策定

されておらず、CVMに比べて事例も少ない。 

評価する効果（属性）と提示する水準数によ

っては多数の設問を必要とするため、回答者

の負担を軽減するには複数の調査票が必要

となる。 

分析結果によっては有意水準等を確保でき

ず、WTP（支払意思額）が算出できない効果項

目の出現が懸念される。 
出典：「水源環境保全・再生施策に係る経済価値評価及び経済的手法による県民意識調査委託業務 報告書」（平成

27年 3月） 

 

・評価の目的 

施策実施に伴う水源保全地域の経済的価値の向上（差分）について、経済的な手法を用いて

評価することで、特別対策事業（水源環境保全税充当事業）だけでなく、水源地域において実

施される様々な関連事業（施策大綱構成事業）の効果も捉えた、包括的な評価結果を得ること

を目的とし、第 4期計画期に「経済的手法による施策評価」を実施した。 

 

評価方法 

評価方法は、市場価格に反映されない環境サービスの変化などの価値に関する支払意思額（最

大支払っても構わない金額）等をアンケートにより直接人々に尋ね、その結果を集計・分析し

て評価結果を出す手法である、ＣＶＭ（仮想的市場評価法）を使って実施した。 
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予備調査 

予備調査の概要 

予備調査は、本調査と同範囲の被験者を対象に実施するものとし、本調査の実施に向け「調

査票の分かりやすさの向上」、「WTPの提示額の確認」を行った。 

 

表 3 令和 4年度アンケート調査の実施概要（案） 

項目 実施内容 

予備

調査 

 調査の目的     ：提示額の確認、調査票のわかりやすさの向上 

 サンプル回収方法  ：WEBアンケート 

 支払意思額の回答方式：二段階二項選択方式 

 回収サンプル数   ：300票 

 配布範囲      ：県内5地区（均等割付：60票ずつ） 

 提示額（月額）   ：100円、500円、1000円、2,000円、5,000円、10,000円 

 実施時期      ：令和4年9月頃 

 

(1) 提示額について 

提示額（月額）は、平成26年度アンケート調査（本調査）のWTP推計結果を参考に、表 3-5

に示す100円、500円、1,000円、2,000円、5,000円、10,000円を設定した。 

 

表 4 提示額（月額） 

 一段階 二段階 

  一段階が「はい」の場合 一段階が「いいえ」の場合 

ケース1 500円（年間6,000円） 1,000円（年間12,000円） 100円（年間1,200円） 

ケース2 1,000円（年間12,000円） 2,000円（年間24,000円） 500円（年間6,000円） 

ケース3 2,000円（年間24,000円） 5,000円（年間60,000円） 1,000円（年間12,000円） 

ケース4 5,000円（年間60,000円） 10,000円（年間120,000円） 2,000円（年間24,000円） 
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(2) アンケート調査票を配布する対象者（予備調査） 

配布範囲は、表 3-6に示す神奈川県在住の20歳以上、5地区を対象とした。 

地域の意見を収集するため、人口分布にあうように年齢構成比のバランスを考慮し、サ

ンプル数を設定することが望ましいことから、年齢構成を考慮した。その割付は、表 3-7

のとおりである。 

 

表 5 予備調査の配布範囲（県内 5地区） 
 地区 市町村 
1 横浜・川崎地区 横浜市・川崎市 
2 横須賀三浦地区 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町 
3 県央地区 相模原市、厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川町、清川村 
4 湘南地区 平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市、伊勢原市、寒川町、大磯町、二宮町 

5 県西地区 
小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、
真鶴町、湯河原町 

 

 
図 3-1 年齢構成の割付による工夫 

 

表 6 予備調査における目標回収サンプル数 

地区 20代 30代 40代 50代 60代以上 目標回収サンプル数 

横浜・川崎地区 8 9 11 11 21 60 

横須賀三浦地区 6 6 10 11 27 60 

県央地区 7 8 11 11 23 60 

湘南地区 7 8 11 11 24 60 

県西地区 6 7 10 10 28 60 

 300 

 

 

  



5 

アンケート分析結果 

予備調査は、本調査と同範囲の被験者を対象に実施するものとし、本調査の実施に向け「調

査票の分かりやすさの向上」、「WTPの提示額の確認」を目的に行った。 

結果概要は表 3-8に示すとおりである。 

アンケートの分かりづらい点については、主に、「説明が分かりづらい」や「文章が長い、

文字が多い」といった意見であった。 

自由意見は、過半数が事業に関する肯定的な意見であり、アンケートにより事業を知った

方も多数おり、事業の周知やアピール等の情報発信を求める意見が多かった。 

 

表 7 結果概要（予備調査） 

項目 
前回結果 

(平成26年度) 

今回結果 (令和4年度) 

事業理解度の設問あり 
事業理解度の設問な

し 

回収数 300票 300票 300票 

有効回答数 246票 188票 260票 

有効回答率 82.0％ 62.7％ 86.7％ 

推

定

WTP 

対数線形ロ

ジットモデ

ル 

中央値 623円/月 

平均値1,369円/月 

中央値 678円/月 

平均値 1,411円/月 

中央値 539円/月 

平均値 1,344円/月 

ワイブル生

存分析 

中央値 648円/月 

平均値 1,227円/月 

中央値 694円/月 

平均値 1,286円/月 

中央値 544円/月 

平均値 1,187円/月 

無効回答判断 

 問5で「6」、問6で「3」

と回答した人を除く 

 問7で「6」、問8で「3」

と回答した人を除く 

 問2で「3」、問3で「2」

と回答した以外の人を

除く 

 問7で「6」、問8で「3」

と回答した人を除く 

 

  



6 

(3) 本調査アンケートの修正対応について 

アンケートの修正対応については、回答を踏まえ、アンケート調査票の文字サイズを大

きくし、画像は高画質な写真に差替える等のわかりやすさの向上を図った。 

事業理解度の設問は、回答者がより取組内容を理解した上で、支払意思額を回答するこ

とから、本調査でも同様の内容の設問を入れることとした。 

 

(4) アンケートの分かりづらい点について 

アンケートのわかりやすさ向上のため、アンケート内容について「分かりづらい点、答

えづらい点」に関する質問（問24、問56）を設けた。 

それぞれの回答は、以下に示すとおりである。 

 

 WTPの設問までの取組説明について 

アンケート（支払意志額の設問までの説明）の「分かりづらい点、答えづらい点があ

った」は、全体の20％であった。 

分かりづらい点としては、主に、「説明が分かりづらい」や「文章が長い、文字が多い」

といった意見であった。 

 

問24：前半部分のアンケートの内容についてわかりづらい点や答えにくい点はありましたか。 

 

 

【主な指摘内容】 

 説明が分かりづらい。 

 文章が多すぎて分かりづらい。 

 内容が難しい。 

 説明が詳細で正確だとは思いますが、もう少しポイントを絞って大きな文字で表記したほう

がよい。 

 画像が見づらかった。 

 問題形式は、分かりにくい。 

 

  

20.3 70.3 9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
わかりづらい点、答えづらい点があった

わかりづらい点、答えづらい点はなかった

その他

n %
全体 300 100.0
わかりづらい点、答えづらい点があった 61 20.3
わかりづらい点、答えづらい点はなかった 211 70.3
その他 28 9.3
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 特別対策事業に関する説明について 

アンケート（特別対策事業の認知度・重要度に関する説明）の「分かりづらい点、答え

づらい点があった」は、全体の20％であった。 

分かりづらい点としては、主に、「文章が多い」や「内容が難しい」といった意見であ

った。 

 

問56：後半部分のアンケートの内容についてわかりづらい点や答えにくい点はありましたか。 

 

 

【主な指摘内容】 

 文章が多すぎて分かりづらい。 

 内容が難しい。 

 内容が盛りだくさん過ぎる。 

 税率の算出方法が不明確 

 写真と説明の配置が分かりづらい。 

 

 

 

【参考】平成26年度予備調査アンケート（分かりづらい点） 

 

 

 

19.0 71.7 9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
わかりづらい点、答えづらい点があった

わかりづらい点、答えづらい点はなかった

その他

n %
全体 300 100.0
わかりづらい点、答えづらい点があった 57 19.0
わかりづらい点、答えづらい点はなかった 215 71.7
その他 28 9.3

問 38：分かりづらい点答えにくい点の有無 

 

 

45.3 54.7

0% 20% 40% 60% 80% 100% 分かりづらい点、答えづらい点があった

分かりづらい点、答えづらい点はなかった

その他

n %

全体 300 100.0

分かりづらい点、答えづらい点があった 136 45.3

分かりづらい点、答えづらい点はなかった 164 54.7

その他 0 0.0
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 自由意見 

自由意見は、144件であった（特になし等を除く）。集計にあたっては、肯定的な意見

と行政への要望等の重複を含む。 

肯定的な意見は過半数を占めていた。予備調査のアンケートにより事業を知った方も

多数おり、事業の周知やアピール等の情報発信を求める意見が多かった。 

 

 

表 8 自由意見の概要 

意見 件数 割合 

事業に肯定的な意見 88件 61.1％ 

事業に関する行政への要望 54件 37.5％ 

財源に対する意見 26件 18.8％ 

事業に否定的な意見 6件 4.9％ 

アンケートの負担金に対する意見 2件 2.1％ 

アンケート全般に対する意見 3件 1.4％ 

 

【参考】平成26年度の予備調査アンケート（自由意見） 

 

 問40：自由意見（93件（特になしを除く） 

 



 

 

(5) WTP 推定 

本調査で提示する負担額を精査するために、予備調査の WTP を推定した。 

WTP の推定は、「Excel でできるCVM（Version4.0）」を活用した。 

 

 有効回答の抽出 

アンケートの内容を理解せず、支払意志額を回答したサンプルを除外するため、問7と問8の回

答を用いてWTP推定に不適切なサンプルを抽出した。 

また、アンケートの内容の理解度を確認するため、問2と問3の回答を用いてWTP推定に不適切

なサンプルを除外した。 

有効サンプルは、表 9に示すとおりである。 

 

表 9 有効サンプル 

項目 
前回結果 

(平成26年度) 

今回結果 (令和4年度) 

事業理解度の設問あり 事業理解度の設問なし 

回収数 300票 300票 300票 

有効回答数 246票 188票 260票 

有効回答率 82.0％ 62.7％ 86.7％ 

無効回答判断 

 問5で「6」、問6で「3」と

回答した人を除く 

 問7で「6」、問8で「3」と

回答した人を除く 

 問2で「3」、問3で「2」と

回答した以外の人を除く 

 問7で「6」、問8で「3」

と回答した人を除く 

 

【問 2】 

 

 ｎ % 
全体 300 100 
「かながわ水源環境保全・再生の取組」が始まってから約 15年が経過している 24 8.0 
「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、一般財源事業と特別対策事業の全 56事業により実施されている 6 2.0 
「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、市町村の意見は取り入れず、県が単独で実施している取組である 216 72.0 
「かながわ水源環境保全・再生の取組」による効果は出てきているものの、継続して取組むべき課題も生じている 15 5.0 
「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、SDGs の達成に繋がる 39 13.0 

※赤字を回答した場合、不適切なサンプルと判断 

  

8.02.0 72.0 5.0 13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100% 「かながわ水源環境保全・再生の取組」が始まってから約15
年が経過している
「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、一般財源事業と
特別対策事業の全56事業により実施されている
「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、市町村の意見は
取り入れず、県が単独で実施している取組である
「かながわ水源環境保全・再生の取組」による効果は出てき
ているものの、継続して取組むべき課題も生じている
「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、SDGsの達成に
繋がる



 

 

【問 3】 

 

 ｎ % 
全体 300 100 
森林整備に伴う下層植生の回復により、土壌が流出しにくくなる 18 6.0 
森林整備により、降った雨が早く流れ出すようになる 233 77.7 
生態系に配慮した水路・河川整備等により、野生生物等の生息環境が維持され、水質も改善される 14 4.7 
生活排水対策や地下水の水位・水質の維持により、水源水質が維持される 35 11.7 

※赤字を回答した場合、不適切なサンプルと判断 

 

【問 7】 

 

 n % 
全体 50 100.0 
地中へ水が貯留されるから 1 2.0 
生態系が健全化されるから 3 6.0 
水質が維持・改善されるから 8 16.0 
良質な水が安定して供給されるから 16 32.0 
水源環境を守りたいから 18 36.0 
水源環境の保全・再生の必要性は感じないが、皆のために役立ちたいから 4 8.0 
その他 0 0.0 

※赤字を回答した場合、不適切なサンプルと判断 

 

【問 8】 

 

 n % 
全体 25 100.0 
今後、整備・維持管理が行われる方が良いとは思うが、この額を支払う価値はないと思うから 8 32.0 
今後、整備・維持管理を行わない方がよいと思うから 0 0.0 
ここで示されている事業では水源環境が保全・再生されるとは思わないから 8 32.0 
その他 9 36.0 

※赤字を回答した場合、不適切なサンプルと判断 

  

6.0 77.7 4.7 11.7

0% 20% 40% 60% 80% 100% 森林整備に伴う下層植生の回復により、土
壌が流出しにくくなる

森林整備により、降った雨が早く流れ出すよう
になる

生態系に配慮した水路・河川整備等により、
野生生物等の生息環境が維持され、水質も
改善される

2.06.0 16.0 32.0 36.0 8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100% 地中へ水が貯留されるから

生態系が健全化されるから

水質が維持・改善されるから

良質な水が安定して供給されるから

水源環境を守りたいから

32.0 32.0 36.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
今後、整備・維持管理が行われる方が良いとは思
うが、この額を支払う価値はないと思うから
今後、整備・維持管理を行わない方がよいと思うか
ら
ここで示されている事業では水源環境が保全・再
生されるとは思わないから
その他



WTP推定 

本調査における提示額を検討するためパラメトリック法によりWTP を推計した。 

「1)有効回答の抽出」で整理した有効サンプルを用いて WTP を推計し、WTP 平均値を算出す

る場合は、過大評価を避けるため最大提示額で裾切りを行った。 

表 10 WTP推定値 

ｎ

数 

対数線形ロジットモデル ワイブル生存分析

対数尤度 
WTP(円/月) 

対数尤度 
WTP(円/月) 

中央値 平均値※3 中央値 平均値※3 

前回結果 

(平成26年度) 
246 -309.35 623 1,369 -306.03 648 1,227 

今回 

結果

(令和4

年度) 

事 業 理 解

度 の 設 問

あり※1 

188 -226.755 678 1,411 -226.579 694 1,286 

事 業 理 解

度 の 設 問

なし※2 

260 -315.301 539 1,344 -312.110 544 1,187 

※1：問 7で「6」または問 8で「3」と回答した回答者、問 2で「3」、問 3で「2」と回答した回答者をすべて除外。

※2：問 7で「6」または問 8で「3」と回答した回答者をすべて除外。

※3：裾切りあり

■有効サンプルによる WTP推計結果

【対数線形ロジットモデル】

変数 係数 ｔ値 ｐ値 

constant 8.8467 11.018 0.000 *** 

ln(Bid) -1.3571 -11.480 0.000 *** 

n 188 

対数尤度 -226.755

【ワイブル生存分析】 

変数 係数 ｔ値 ｐ値 

Location 7.0159 59.658 0.000 *** 

Scale 1.2935 12.579 0.000 *** 

n 188 

対数尤度 -226.579

WTP 円/月 円/年 

中央値 678 8,136 

平均値 2,133 25,596 裾切りなし 

1,411 16,932 最大提示額で裾切り 

WTP 円/月 円/年 

中央値 694 8,328 

平均値 1,295 15,540 裾切りなし 

1,286 15,432 最大提示額で裾切り 
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■有効サンプルによる WTP推計結果（参考） 

【対数線形ロジットモデル】 

変数 係数 ｔ値 ｐ値  
constant 7.4616 12.550 0.000 *** 

ln(Bid) -1.1862 -13.078 0.000 *** 

n 260    

対数尤度 -315.301    

 

 

 

 

 

 

 

 

【ワイブル生存分析】 

変数 係数 ｔ値 ｐ値   

Location 6.8341 60.680 0.000 *** 

Scale 1.4625 14.949 0.000 *** 

n 260       

対数尤度 -312.110       

 

 

 

 

 

 

 

 

  

WTP 円/月 円/年  

中央値 539 6,468  

平均値 3,018 36,216 裾切りなし 

 1,344 16,128 最大提示額で裾切り 

WTP 円/月 円/月  

中央値 544 6,528  

平均値 1,203 14,436 裾切りなし 

 1,187 14,244 最大提示額で裾切り 
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(6) 本調査における提示額の設定 

予備調査における回答で全ての提示額での支払いの回答が確認された。 

本調査では、表 3-15の賛成率を踏まえ、平成26年度アンケート調査と同様の最大提示額を5,000 

円/月（60,000 円/年）とし、6 段階（100円、200円、500円、1,000円、2,000円、5,000円）の提

示額を設定した。 

 

表 11 支払金額における賛成率 

 

  

金額 

(円/月) 

前回結果 

(平成26年度) 

今回結果 (令和4年度) 

事業理解度の設問あり 事業理解度の設問なし 

支払人数 賛成率 支払人数 賛成率 支払人数 賛成率 

0 108 43.9% 87 46.5% 131 50.4% 

100 22 8.9% 14 7.5% 18 6.9% 

500 39 15.9% 27 14.4% 36 13.8% 

1,000 37 15.0% 27 14.4% 34 13.1% 

2,000 29 11.8% 24 12.8% 31 11.9% 

5,000 11 4.5% 7 3.7% 8 3.1% 

10,000 0 0.0% 1 0.5% 2 0.8% 

合計 246 100% 187 100% 260 100% 



 

 

本調査 

本調査の概要 

令和4年度アンケート調査（本調査）の実施概要は表 12に示すとおりである。 

本調査は、予備調査におけるWTP推計結果を踏まえ、提示額の修正等を行い、実施した。 

本調査は、「取組に対する県民の支払意思額の推計」、「特別対策事業に関する認知度や重要度の分

析」を目的に行った。 

 

表 12 令和 4年度アンケート調査（本調査）の実施概要 

項目 実施内容 

本調

査 

 本調査の目的    ：県民の取組みに対する支払意思額（WTP）の推計、特別対策 

             事業に関する認知度や重要度の分析 

 サンプル回収方法  ：WEBアンケート 

 支払意思額の回答方式：二段階二項選択方式 

 回収サンプル数   ：800票 

 配布範囲      ：県内33自治体（世帯数割合で割付、年齢構成考慮） 

 提示額（月額）   ：100円、200円、500円、1000円、2,000円、5,000円 

 実施時期      ：令和4年12月22日(木)～令和4年12月28日（水） 

 

表 13 県内 33市町村 
 地区 市町村 
1 横浜・川崎地区 横浜市・川崎市 
2 横須賀三浦地区 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町 
3 県央地区 相模原市、厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川町、清川村 
4 湘南地区 平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市、伊勢原市、寒川町、大磯町、二宮町 

5 県西地区 
小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴
町、湯河原町 

 

 

 

  



 

 

(7) アンケート調査票を配布する対象者 

配布範囲は、神奈川県在住の20歳以上、33自治体を対象とした。 

各自治体における目標回収サンプル数は、住民数割合と年齢構成を考慮した。 

条件は、以下のとおりである。 

 各自治体の世帯数割合に応じ、目標回収数を決定する。 

 各自治体の世帯数構成比による回収数が8サンプル未満（世帯数構成比が1％未満）の自治

体の目標回収数は8サンプルとし、目標回収数（800票）を超える分については、横浜市の目

標回収数を減らすことで調整する。 

 年齢構成は、主に横浜市等の世帯数が多い5市で調整し、神奈川県全体の割合に合わせる。 

 回収が困難な自治体は同地区内の隣接自治体等で補填する。 

 

表 14 R4年度本調査における目標回収数 

 
※黄色塗りつぶしは、世帯数が多い上位 5市を示す。  

世帯数

全体 20代以上 R4.10. 1現在
1 横浜市 1 81, 242 8, 826 8, 826 1, 781, 879 41. 4% 331 227
2 川崎市 1 34, 945 3, 661 3, 661 762, 765 17. 7% 142 142
3 横須賀市 2 6, 863 757 757 165, 968 3. 9% 31 31
4 鎌倉市 2 3, 573 401 401 76, 939 1. 8% 14 14
5 逗子市 2 1, 155 126 126 25, 128 0. 6% 5 8
6 三浦市 2 549 57 57 17, 214 0. 4% 3 8
7 葉山町 2 514 54 54 13, 123 0. 3% 2 8
8 相模原市 3 13, 911 1, 497 1, 497 341, 725 7. 9% 63 63
9 厚木市 3 4, 097 439 439 103, 411 2. 4% 19 19

10 大和市 3 5, 286 561 561 114, 194 2. 7% 21 21
11 海老名市 3 2, 610 277 277 60, 879 1. 4% 11 11
12 座間市 3 2, 572 278 278 61, 382 1. 4% 11 11
13 綾瀬市 3 1, 425 150 150 35, 305 0. 8% 7 8
14 愛川町 3 515 54 54 17, 431 0. 4% 3 8
15 清川村 3 36 0 0 1, 134 0. 0% 0 8
16 平塚市 4 4, 593 493 493 114, 746 2. 7% 21 21
17 藤沢市 4 9, 222 1, 000 1, 000 200, 139 4. 6% 37 37
18 茅ヶ崎市 4 4, 789 524 524 105, 611 2. 5% 20 20
19 秦野市 4 2, 746 297 297 72, 002 1. 7% 13 13
20 伊勢原市 4 1, 780 187 187 46, 366 1. 1% 9 9
21 寒川町 4 795 81 81 20, 439 0. 5% 4 8
22 大磯町 4 530 57 57 12, 880 0. 3% 2 8
23 二宮町 4 480 49 49 11, 654 0. 3% 2 8
24 小田原市 5 3, 088 330 330 83, 701 1. 9% 16 16
25 南足柄市 5 605 63 63 16, 550 0. 4% 3 8
26 中井町 5 111 6 6 3, 458 0. 1% 1 8
27 大井町 5 249 21 21 6, 961 0. 2% 1 8
28 松田町 5 135 8 8 4, 516 0. 1% 1 8
29 山北町 5 105 6 6 3, 916 0. 1% 1 8
30 開成町 5 294 25 25 7, 234 0. 2% 1 8
31 箱根町 5 196 14 14 6, 339 0. 1% 1 8
32 真鶴町 5 119 8 8 2, 946 0. 1% 1 8
33 湯河原町 5 407 41 41 10, 780 0. 3% 2 8

合計 189, 537 20, 348 20, 348 4, 308, 715 100. 0% 800 800

地区 モニター数
モニター回収想定数 世帯数

構成比

目標
回収数
(調整前）

目標
回収数
(調整後）



 

 

(8) 本調査のアンケート票 

 

 

  



 

 

 



 

 

 
  



 

 

  



 

 

 



 

 

  



 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

  



 

 

 

  



 

 

  



 

 

  



 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

 

 

  



 

 

  



 

 

 

 

  



 

 

  



 

 

  



 

 

 

  



 

 

  



 

 

 

  



 

 

  



 

 

 

  



 

 

  



 

 

 

  



 

 

  



 

 

 

  



 

 



 

 

 

  



 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

  



 

 

  



 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

  



 

 

(9) 本調査アンケートの回収数について 

本調査の回収数を表 15に示す。 

 

表 15 回収目標数と回収数 

 
※黄色塗りつぶしは、世帯数が多い上位 5市を示す。 

 

世帯数

全体 20代以上 R4.10.1現在

1 横浜市 81,242 8,826 8,826 1,781,879 41.4% 228 228 28.5%
2 川崎市 34,945 3,661 3,661 762,765 17.7% 142 142 17.8%
3 横須賀市 6,863 757 757 165,968 3.9% 31 31 3.9%
4 鎌倉市 3,573 401 401 76,939 1.8% 14 14 1.8%
5 逗子市 1,155 126 126 25,128 0.6% 8 8 1.0%
6 三浦市 549 57 57 17,214 0.4% 8 8 1.0%
7 葉山町 514 54 54 13,123 0.3% 8 8 1.0%
8 相模原市 13,911 1,497 1,497 341,725 7.9% 63 63 7.9%
9 厚木市 4,097 439 439 103,411 2.4% 19 21 2.6%

10 大和市 5,286 561 561 114,194 2.7% 21 20 2.5%
11 海老名市 2,610 277 277 60,879 1.4% 11 12 1.5%
12 座間市 2,572 278 278 61,382 1.4% 11 11 1.4%
13 綾瀬市 1,425 150 150 35,305 0.8% 8 8 1.0%
14 愛川町 515 54 54 17,431 0.4% 8 9 1.1%
15 清川村 36 0 0 1,134 0.0% 8 5 0.6%
16 平塚市 4,593 493 493 114,746 2.7% 21 21 2.6%
17 藤沢市 9,222 1,000 1,000 200,139 4.6% 37 37 4.6%
18 茅ヶ崎市 4,789 524 524 105,611 2.5% 20 20 2.5%
19 秦野市 2,746 297 297 72,002 1.7% 13 13 1.6%
20 伊勢原市 1,780 187 187 46,366 1.1% 9 9 1.1%
21 寒川町 795 81 81 20,439 0.5% 8 8 1.0%
22 大磯町 530 57 57 12,880 0.3% 8 8 1.0%
23 二宮町 480 49 49 11,654 0.3% 8 8 1.0%
24 小田原市 3,088 330 330 83,701 1.9% 16 16 2.0%
25 南足柄市 605 63 63 16,550 0.4% 8 8 1.0%
26 中井町 111 6 6 3,458 0.1% 8 8 1.0%
27 大井町 249 21 21 6,961 0.2% 8 8 1.0%
28 松田町 135 8 8 4,516 0.1% 8 8 1.0%
29 山北町 105 6 6 3,916 0.1% 8 8 1.0%
30 開成町 294 25 25 7,234 0.2% 8 8 1.0%
31 箱根町 196 14 14 6,339 0.1% 8 8 1.0%
32 真鶴町 119 8 8 2,946 0.1% 8 8 1.0%
33 湯河原町 407 41 41 10,780 0.3% 8 8 1.0%

合計 189,537 20,348 20,348 4,308,715 100.0% 800 800 100.0%

3

4

5

県央

地区

湘南

地区

県西

地区

目標
回収数

回収数
回収数
構成比

地区

横浜川崎

地区

横須賀

三浦

地区

1

2

市町村 モニター数
モニター回収想定数 世帯数

構成比



 

 

 アンケート回収数の割合 

 

図 回収数の割合（市町村別） 
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表 16 自治体別地区別・提示額ケース別回収数 

 

 

 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 合計 割合
横浜市 57 57 57 57 228 28.5%
川崎市 35 36 35 36 142 17.8%
横須賀市 8 7 8 8 31 3.9%
鎌倉市 4 3 4 3 14 1.8%
逗子市 2 2 2 2 8 1.0%
三浦市 2 2 2 2 8 1.0%
葉山町 2 2 2 2 8 1.0%
相模原市 16 16 15 16 63 7.9%
厚木市 4 5 6 6 21 2.6%
大和市 5 5 5 5 20 2.5%
海老名市 3 3 3 3 12 1.5%
座間市 3 3 3 2 11 1.4%
綾瀬市 2 2 2 2 8 1.0%
愛川町 2 2 3 2 9 1.1%
清川村 2 2 0 1 5 0.6%
平塚市 5 5 5 6 21 2.6%
藤沢市 10 9 9 9 37 4.6%
茅ヶ崎市 5 5 5 5 20 2.5%
秦野市 3 4 3 3 13 1.6%
伊勢原市 2 2 3 2 9 1.1%
寒川町 2 2 2 2 8 1.0%
大磯町 2 2 2 2 8 1.0%
二宮町 2 2 2 2 8 1.0%
小田原市 4 4 4 4 16 2.0%
南足柄市 2 2 2 2 8 1.0%
中井町 2 2 2 2 8 1.0%
大井町 2 2 2 2 8 1.0%
松田町 2 2 2 2 8 1.0%
山北町 2 2 2 2 8 1.0%
開成町 2 2 2 2 8 1.0%
箱根町 2 2 2 2 8 1.0%
真鶴町 2 2 2 2 8 1.0%
湯河原町 2 2 2 2 8 1.0%
合計 200 200 200 200 800 100%

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 合計
横浜川崎地区 92 93 92 93 370
横須賀三浦地区 18 16 18 17 69
県央地区 37 38 37 37 149
湘南地区 31 31 31 31 124
県西地区 22 22 22 22 88
合計 200 200 200 200 800



 

 

 

表 17 回収数の割合（年齢階層別）  

 

 

 

 

図 回収数の割合（年齢階層別） 

 

  

20代 30代 40代 50代 60代以上 合計
回収数(票） 68 104 160 179 289 800

％ 8.5 13.0 20.0 22.4 36.1 100
[参考]神奈川県人口(人) 978,913 1,030,414 1,359,787 1,362,218 2,816,317 7,547,649

％ 13.0 13.7 18.0 18.0 37.3 100.0

0.0
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アンケート分析結果 

結果概要は表 18に示すとおりである。 

WTPは前回結果（887円/月・世帯＜ワイブル分布・平均値＞）と比べ、概ね同様であり、今回結果

（964円/月・世帯＜ワイブル分布・平均値＞）の方が少し高い金額（約70円/月・世帯 増加）であっ

た。 

事業理解度の設問ありの回収率は54.6％であり、予備調査（回収率62.7％）と比べて低かった。こ

れは、事業理解度の設問あり（問2）の正解率が低くなった（本調査 65.3%、予備調査 72%）ことが

要因として考えられる。 

事業理解度の設問あり（上記結果）のWTPは、設問なし（913円/月・世帯＜ワイブル分布・平均値

＞）と比較して高くなっており、予備調査と同様傾向であった。これは、事業の内容を正しく理解し

た上での回答であるため、事業の効果に対する金額が多く支払われていると考えられる。 

また、予備調査時の事業理解の設問ありのWTPと比べ、本調査の方が少し低い金額（約320円/月・

世帯 減少）であり、前回結果（約340円/月・世帯 減少）と同様の傾向であった。 

 

表 18 結果概要（本調査） 

項目 
前回結果 

(平成26年度) 

今回結果 (令和4年度) 

事業理解度の設問あり 事業理解度の設問なし 

回収数 800票 800票 800票 

有効回答数 690票 437票 682票 

有効回答率 86.3％ 54.6％ 85.3％ 

推

定

WTP 

対数線形ロジ

ットモデル 

中央値 

453円/月・世帯 

平均値 

982円/月・世帯 

中央値 

521円/月・世帯 

平均値 

1,029円/月・世帯 

中央値 

432円/月・世帯 

平均値 

978円/月・世帯 

ワイブル生存

分析 

中央値 

480円/月・世帯 

平均値 

887円/月・世帯 

中央値 

558円/月・世帯 

平均値 

964円/月・世帯 

中央値 

459円/月・世帯 

平均値 

913円/月・世帯 

無効回答判断 

 問5で「6」、問6で「3」と回

答した人を除く 

 問7で「6」、問8で「3」と回答

した人を除く 

 問2で「3」、問3で「2」と回

答した以外の人を除く 

 問7で「6」、問8で「3」と回

答した人を除く 

 

  



 

 

(10) WTP 推定 

本調査で提示する負担額を精査するために、予備調査の WTP を推定した。 

WTP の推定は、「Excel でできるCVM（Version4.0）」を活用した。 

 

 有効回答の抽出 

アンケートの内容を理解せず、支払意思額を回答したサンプルを除外するため、問7と問8の回

答と問2と問3の回答を用いてWTP推定に不適切なサンプルを除外した。 

有効サンプルは、表 19に示すとおりである。 

事業理解度の設問ありでは、問2で「『かながわ水源環境保全・再生の取組』は、市町村の意見

は取り入れず、県が独自で実施している取組である。」と回答した割合は65.3％（全体）であり、

予備調査（72％ 全体）と比べ、正答率が下がっていた。 

問7で「水源環境の保全・再生の必要性は感じないが、皆のために役立ちたいから」と回答（温

情回答）した割合は2.4％、問8で「ここで示されている事業では水源環境保全・再生されると思

わないから」と回答（抵抗回答）した割合は28.6％であり、それぞれ予備調査と比べ、低かった。 

 

表 19 有効サンプル 

項目 
前回結果 

(平成26年度) 

今回結果 (令和4年度) 

事業理解度の設問あり 事業理解度の設問なし 

回収数 800票 800票 800票 

有効回答数 690票 437票 682票 

有効回答率 86.3％ 54.6％ 85.3％ 

無効回答判断 

 問5で「6」、問6で「3」

と回答した人を除く 

 問7で「6」、問8で「3」

と回答した人を除く 

 問2で「3」、問3で「2」

と回答した以外の人を除

く 

 問7で「6」、問8で

「3」と回答した人を

除く 

 

  



 

 

【問 2】事業理解度に関する設問 

 

 
※赤字を回答した場合、有効サンプルと判断 

 

 

予備調査 

 

 
※赤字を回答した場合、有効サンプルと判断 

 

 

 

 

 

 

10.4

11.1

13.0

8.8

9.7

9.1

4.4

4.1

1.4

6.5

6.8

1.1

65.3

64.6

63.8

64.7

63.1

72.7

4.3

4.1

2.9

4.7

5.8

3.4

15.8

16.2

18.8

15.3

14.6

13.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

「かながわ水源環境保全・再生の取組」に対するクイズ（地域別）
「かながわ水源環境保全・再生の取組」が始

まってから約15年が経過している

「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、

一般財源事業と特別対策事業の全56事業

により実施されている
「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、

市町村の意見は取り入れず、県が単独で実

施している取組である
「かながわ水源環境保全・再生の取組」によ

る効果は出てきているものの、継続して取

組むべき課題も生じている
「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、

SDGsの達成に繋がる

「かながわ水源環境
保全・再生の取組」
が始まってから約15
年が経過している

「かながわ水源環境
保全・再生の取組」
は、一般財源事業と
特別対策事業の全56
事業により実施され

ている

「かながわ水源環境
保全・再生の取組」
は、市町村の意見は
取り入れず、県が単
独で実施している取

組である

「かながわ水源環境
保全・再生の取組」
による効果は出てき
ているものの、継続
して取組むべき課題

も生じている

「かながわ水源環境
保全・再生の取組」
は、SDGsの達成に繋

がる

合計

全体 10.4 4.4 65.3 4.3 15.8 100.0
横浜・川崎地区 11.1 4.1 64.6 4.1 16.2 100.0
横須賀三浦地区 13.0 1.4 63.8 2.9 18.8 100.0
県央地区 8.8 6.5 64.7 4.7 15.3 100.0
湘南地区 9.7 6.8 63.1 5.8 14.6 100.0
県西地区 9.1 1.1 72.7 3.4 13.6 100.0

8.02.0 72.0 5.0 13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100% 「かながわ水源環境保全・再生の取組」が始まってから約
15年が経過している

「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、一般財源事業
と特別対策事業の全56事業により実施されている

「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、市町村の意見
は取り入れず、県が単独で実施している取組である

「かながわ水源環境保全・再生の取組」による効果は出て
きているものの、継続して取組むべき課題も生じている

「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、SDGsの達成
に繋がる

n %
全体 300 100.0
「かながわ水源環境保全・再生の取組」が始まってから約15年が経過している 24 8.0
「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、一般財源事業と特別対策事業の全56事業により実施されている 6 2.0
「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、市町村の意見は取り入れず、県が単独で実施している取組である 216 72.0
「かながわ水源環境保全・再生の取組」による効果は出てきているものの、継続して取組むべき課題も生じている 15 5.0
「かながわ水源環境保全・再生の取組」は、SDGsの達成に繋がる 39 13.0



 

 

【問 3】事業理解度に関する設問 

 

 
※赤字を回答した場合、有効サンプルと判断 

 

予備調査 

 

 
※赤字を回答した場合、有効サンプルと判断 

 

 

  

5.3

5.7

5.8

2.9

8.7

3.4

76.5

76.8

76.8

77.1

70.9

80.7

6.4

5.9

7.2

7.6

5.8

5.7

11.9

11.6

10.1

12.4

14.6

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

「かながわ水源環境保全・再生の取組」の効果に対するクイズ（地域別）

森林整備に伴う下層植生の回復により、土壌

が流出しにくくなる

森林整備により、降った雨が早く流れ出すよ

うになる

生態系に配慮した水路・河川整備等により、

野生生物等の生息環境が維持され、水質も

改善される

生活排水対策や地下水の水位・水質の維持

により、水源水質が維持される

森林整備に伴う下層
植生の回復により、
土壌が流出しにくく

なる

森林整備により、
降った雨が早く流れ

出すようになる

生態系に配慮した水
路・河川整備等によ
り、野生生物等の生
息環境が維持され、
水質も改善される

生活排水対策や地下
水の水位・水質の維
持により、水源水質

が維持される

合計

全体 5.3 76.5 6.4 11.9 100.0

横浜・川崎地区 5.7 76.8 5.9 11.6 100.0

横須賀三浦地区 5.8 76.8 7.2 10.1 100.0

県央地区 2.9 77.1 7.6 12.4 100.0

湘南地区 8.7 70.9 5.8 14.6 100.0

県西地区 3.4 80.7 5.7 10.2 100.0

6.0 77.7 4.7 11.7

0% 20% 40% 60% 80% 100% 森林整備に伴う下層植生の回復により、土壌が流出しにく
くなる

森林整備により、降った雨が早く流れ出すようになる

生態系に配慮した水路・河川整備等により、野生生物等
の生息環境が維持され、水質も改善される

生活排水対策や地下水の水位・水質の維持により、水源
水質が維持される

n %
全体 300 100.0
森林整備に伴う下層植生の回復により、土壌が流出しにくくなる 18 6.0
森林整備により、降った雨が早く流れ出すようになる 233 77.7
生態系に配慮した水路・河川整備等により、野生生物等の生息環境が維持され、水質も改善される 14 4.7
生活排水対策や地下水の水位・水質の維持により、水源水質が維持される 35 11.7



 

 

【問 7】 

 

 
※赤字を回答した場合、不適切なサンプルと判断 

 

予備調査 

 

 
※赤字を回答した場合、不適切なサンプルと判断 
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28.9
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3.5

2.3
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

負担金を支払う理由（地域別）

地中へ水が貯留されるから

生態系が健全化されるから

水質が維持・改善されるから

良質な水が安定して供給されるから

水源環境を守りたいから

水源環境の保全・再生の必要性は感じない

が、皆のために役立ちたいから
その他

地中へ水が
貯留される

から

生態系が健
全化される

から

水質が維
持・改善さ
れるから

良質な水が
安定して供
給されるか

ら

水源環境を
守りたいか

ら

水源環境の保
全・再生の必要
性は感じない

が、皆のために
役立ちたいから

その他 合計

全体 1.4 14.0 12.1 30.3 38.2 2.4 1.7 100.0
横浜・川崎地区 1.5 15.4 10.4 27.9 40.8 1.5 2.5 100.0
横須賀三浦地区 2.6 18.4 15.8 28.9 28.9 5.3 0.0 100.0
県央地区 1.2 9.8 9.8 32.9 42.7 2.4 1.2 100.0
湘南地区 0.0 14.0 19.3 35.1 28.1 3.5 0.0 100.0
県西地区 2.3 11.4 11.4 31.8 38.6 2.3 2.3 100.0

2.06.0 16.0 32.0 36.0 8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100% 地中へ水が貯留されるから

生態系が健全化されるから

水質が維持・改善されるから

良質な水が安定して供給されるから

水源環境を守りたいから

水源環境の保全・再生の必要性は感じないが、皆のために役立ちたいから

その他

n %
全体 50 100.0
地中へ水が貯留されるから 1 2.0
生態系が健全化されるから 3 6.0
水質が維持・改善されるから 8 16.0
良質な水が安定して供給されるから 16 32.0
水源環境を守りたいから 18 36.0
水源環境の保全・再生の必要性は感じないが、皆のために役立ちたいから 4 8.0
その他 0 0.0



 

 

【問 8】 

 

 
※赤字を回答した場合、不適切なサンプルと判断 

 

予備調査 

 

 
※赤字を回答した場合、不適切なサンプルと判断 

 

  

36.5
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0.0
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横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

負担金を支払わない理由（地域別）

今後、整備・維持管理が行われる方が良いと

は思うが、この額を支払う価値はないと思う

から

今後、整備・維持管理を行わない方がよいと

思うから

ここで示されている事業では水源環境が保

全・再生されるとは思わないから

その他

今後、整備・維持
管理が行われる方
が良いとは思う

が、この額を支払
う価値はないと思

うから

今後、整備・維持
管理を行わない方
がよいと思うから

ここで示されてい
る事業では水源環
境が保全・再生さ
れるとは思わない

から

その他 合計

全体 36.5 2.9 28.6 32.0 100.0
横浜・川崎地区 44.4 2.4 27.8 25.4 100.0
横須賀三浦地区 25.8 3.2 25.8 45.2 100.0
県央地区 27.3 0.0 34.1 38.6 100.0
湘南地区 30.4 2.2 34.8 32.6 100.0
県西地区 38.6 11.4 15.9 34.1 100.0

32.0 32.0 36.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
今後、整備・維持管理が行われる方が良いとは思うが、この額を支払う価値
はないと思うから
今後、整備・維持管理を行わない方がよいと思うから

ここで示されている事業では水源環境が保全・再生されるとは思わないから

その他

n %
全体 25 100.0
今後、整備・維持管理が行われる方が良いとは思うが、この額を支払う価値はないと思うから 8 32.0
今後、整備・維持管理を行わない方がよいと思うから 0 0.0
ここで示されている事業では水源環境が保全・再生されるとは思わないから 8 32.0
その他 9 36.0



 

 

 WTP推定 

本調査における提示額を検討するため、「有効回答の抽出」で整理した有効サンプルを用いて

パラメトリック法によりWTP を推計した。 

推計に用いた対数線形ロジットモデルとワイブル生存分析のうち、より適合度の高いワイブ

ル生存分析を推計モデルとして採用した。 

なお、WTP 平均値の算出においては、過大評価を避けるため最大提示額で裾切りを行った。 

 

表 20 WTP推定値 

 
ｎ

数 

対数線形ロジットモデル ワイブル生存分析 

対数尤度 
WTP(円/月・世帯) 

対数尤度 
WTP(円/月・世帯) 

中央値 平均値※3 中央値 平均値※3 

前回結果 

(平成26年度) 
690 -944.60 453 982 -928.88 480 887 

今回 

結果

(令和4

年度) 

事 業 理 解

度 の 設 問

あり※1 

437 -583.199 521 1,029 -581.296 558 964 

事 業 理 解

度 の 設 問

なし※2 

682 -918.523 432 978 -915.232 459 913 

※1：問 7で「6」または問 8で「3」と回答した回答者、問 2で「3」、問 3で「2」と回答した回答者をすべて除外。 

※2：問 7で「6」または問 8で「3」と回答した回答者をすべて除外。 

※3：裾切りあり 

 

■有効サンプルによる WTP推計結果（事業理解度の設問あり） 

【対数線形ロジットモデル】 

変数 係数 ｔ値 ｐ値  

constant 7.0060 19.529 0.000 *** 

ln(Bid) -1.1546 -20.237 0.000 *** 

n 682       

対数尤度 -918.523       

 

 

 

 

 

【ワイブル生存分析】 

変数 係数 ｔ値 ｐ値  

Location 6.6442 105.796 0.000 *** 

Scale 1.4059 22.608 0.000 *** 

n 682      

対数尤度 -915.232      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

WTP 円/月 円/年  

中央値 432 5,184  

平均値 2,877 34,524 裾切りなし 

 978 11,736 最大提示額で裾切り 

WTP 円/月 円/年  

中央値 459 5,508  

平均値 958 11,496 裾切りなし 

 913 10,956 最大提示額で裾切り 
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■有効サンプルによる WTP推計結果（事業理解度の設問なし） 

【対数線形ロジットモデル】 

変数 係数 ｔ値 ｐ値  

constant 8.1012 16.563 0.000 *** 

ln(Bid) -1.2951 -16.919 0.000 *** 

n 437    

対数尤度 -583.199    

 

 

 

 

 

 

 

 

【ワイブル生存分析】 

変数 係数 ｔ値 ｐ値   

Location 6.7790 98.218 0.000 *** 

Scale 1.2407 18.566 0.000 *** 

n 437 
 

    

対数尤度 -581.296 
 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

  

WTP 円/月 円/年  

中央値 521 6,252  

平均値 1,925 23,100 裾切りなし 

 1,029 12,348 最大提示額で裾切り 

WTP 円/月 円/月  

中央値 558 6,696  

平均値 991 11,892 裾切りなし 

 964 11,568 最大提示額で裾切り 
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回答者の属性データ 

■性別 

・神奈川県全体では、64％が男性で、36％が女性であり、平成26年本調査結果と概ね同様の毛傾向であ

る。 

・横須賀三浦地区は神奈川県全体と比べ、女性の割合が少し高く、県央地区は男性の割合が少し高い。 

 

 
 

平成26年本調査結果 

 

 

 

  

64.4%

61.6%

58.0%

68.2%

62.1%

76.1%

35.6%

38.4%

42.0%

31.8%

37.9%

23.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

横浜川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

性別（地域別）

男性 女性

男性 女性 合計
合計 515 285 800
横浜川崎地区 228 142 370
横須賀三浦地区 40 29 69
県央地区 116 54 170
湘南地区 64 39 103
県西地区 67 21 88

63.5

63.6

65.0

62.2

58.3

70.8

36.5

36.4

35.0

37.8

41.7

29.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

性別（地域別）

男性 女性

男性 女性 合計
全体 508 292 800
横浜・川崎地区 250 143 393
横須賀三浦地区 39 21 60
県央地区 89 54 143
湘南地区 67 48 115
県西地区 63 26 89



 

 

■年齢 

・神奈川県全体では、60代以上が最も多い。 

・平成26年と比べ、20代と30代の割合が少し低い。 

 

 

 

 

平成26年本調査結果 

 

 

 

 

8.5%

12.7%

11.6%

5.3%

2.9%

1.1%

13.0%

14.9%

8.7%

12.9%

14.6%

6.8%

20.0%

18.9%

15.9%

22.4%

18.4%

25.0%

22.4%

18.6%

30.4%

24.7%

19.4%

30.7%

36.1%

34.9%

33.3%

34.7%

44.7%

36.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

横浜川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

年齢（地域別）

20代 30代 40代 50代 60代以上

20代 30代 40代 50代 60代以上 合計
全体 68 104 160 179 289 800
横浜川崎地区 47 55 70 69 129 370
横須賀三浦地区 8 6 11 21 23 69
県央地区 9 22 38 42 59 170
湘南地区 3 15 19 20 46 103
県西地区 1 6 22 27 32 88

9.8

13.2

8.3

8.4

5.2

3.4

17.9

17.6

10.0

18.2

20.9

20.2

24.9

20.4

21.7

30.1

29.6

32.6

18.8

14.2

28.3

20.3

20.9

27.0

28.8

34.6

31.7

23.1

23.5

16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

年齢（地域別）

20代 30代

40代 50代

60代以上

20代 30代 40代 50代 60代以上 合計
全体 78 143 199 150 230 800
横浜・川崎地区 52 69 80 56 136 393
横須賀三浦地区 5 6 13 17 19 60
県央地区 12 26 43 29 33 143
湘南地区 6 24 34 24 27 115
県西地区 3 18 29 24 15 89



 

 

■問48：職業 

・神奈川県全体では、給与所得者の割合が最も高く、平成26年と概ね同様の傾向である。 

 

 

 

 

平成26年本調査結果 

 

【その他の内容】 

‧ 専門職：1 

‧ 家事手伝い：1 

‧ 起業準備：1 

‧ 看護師：1 

‧ 医療：1 

‧ 投資関係：1 

‧ 時間講師：1 

‧ 自由業：1 

‧ 派遣社員：1 

‧ 嘱託社員：1 

‧ 団体職員：1 

  

6.8

5.9

5.8

4.7

11.7

9.1

39.5

43.0

34.8

35.3

36.9

39.8

11.4

11.9

14.5

11.2

6.8

12.5

12.0

9.5

17.4

16.5

13.6

8.0

1.3

2.2

2.9

7.0

7.3

2.9

8.2

5.8

8.0

9.5

8.6

8.7

8.2

14.6

10.2

11.5

11.1

11.6

13.5

9.7

11.4

1.1

0.5

1.4

2.4

1.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

職業（地域別）

自営

給与所得者（会社員、公務員等）

会社・団体役員

パート・アルバイト・フリーター

学生

年金生活者

主夫・主婦

無職

その他

自営
給与所得者（会社
員、公務員等）

会社・団体役員
パート・アルバイ
ト・フリーター

学生 年金生活者 主夫・主婦 無職 その他 合計

全体 54 316 91 96 10 56 76 92 9 800
横浜・川崎地区 22 159 44 35 8 27 32 41 2 370
横須賀三浦地区 4 24 10 12 2 2 6 8 1 69
県央地区 8 60 19 28 14 14 23 4 170
湘南地区 12 38 7 14 6 15 10 1 103
県西地区 8 35 11 7 7 9 10 1 88



 

 

■問49：世帯の人数 

・神奈川県全体では、世帯人数2人の割合が最も高く、平成26年と概ね同様の傾向である。 

・世帯の人数が3～4人が、平成26年と比べ、5％ほど減少している。 

 

 

 

【その他の内容】 

 7人：1 

 8人：2 

 

平成26年本調査結果 

 

【その他の内容】 

・ 7人：2 

 

  

17.1

21.6

13.5

14.6

12.5

38.3

35.7

46.4

37.1

43.7

38.6

24.0

24.3

18.8

27.1

19.4

26.1

13.8

11.4

14.5

17.6

14.6

14.8

5.0

4.9

7.2

4.1

5.8

4.5

1.5

1.6

0.6

1.9

3.4

0.4

0.5

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

同居人数（地域別）

1人

2人

3人

4人

5人

6人

その他

1人 2人 3人 4人 5人 6人 その他 合計
全体 137 306 192 110 40 12 3 800
横浜・川崎地区 80 132 90 42 18 6 2 370
横須賀三浦地区 8 32 13 10 5 1 69
県央地区 23 63 46 30 7 1 170
湘南地区 15 45 20 15 6 2 103
県西地区 11 34 23 13 4 3 88



 

 

■問50：世帯中、住民税を支払う対象者の人数 

・神奈川県全体では、住民税を支払う対象者は1～2人が過半数を占めており、平成26年と同様の傾向で

ある。 

 

 

【その他の内容】 

 0人：12 

 5人：4 

 

平成26年本調査結果 

 

 

【その他の内容】わからない：1 

  

45.8%

40.6%

49.4%

39.8%

53.4%

39.1%

43.5%

34.7%

44.7%

30.7%

9.5%

11.6%

10.6%

8.7%

8.0%

3.6%

2.9%

2.4%

3.9%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

住民税を支払う対象者の人数（地域別）

1人 2人 3人 4人 その他

1人 2人 3人 4人 その他 合計
全体 366 313 76 29 16 800
横浜川崎地区 166 151 34 13 6 370
横須賀三浦地区 28 30 8 2 1 69
県央地区 84 59 18 4 5 170
湘南地区 41 46 9 4 3 103
県西地区 47 27 7 6 1 88

41.8

45.5

33.3

38.5

41.7

36.0

40.6

39.2

48.3

42.7

37.4

42.7

12.1

10.2

18.3

11.2

13.0

16.9

5.4

5.1

7.7

7.8

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

住民税を支払う対象者の人数（地域別）

1人 2人

3人 4人

その他

1人 2人 3人 4人 その他 合計
全体 334 325 97 43 1 800
横浜・川崎地区 179 154 40 20 0 393
横須賀三浦地区 20 29 11 0 0 60
県央地区 55 61 16 11 0 143
湘南地区 48 43 15 9 0 115
県西地区 32 38 15 3 1 89



 

 

■問51：【任意回答】世帯全体の収入 

・神奈川県全体では、平成26年と概ね同様の傾向である。 

・横須賀三浦地区の400～600万円未満の割合が全体より少し高い。 

 

 
 

 
 

平成26年本調査結果 

【地域別】 

 

 

 

  

11.0%

8.6%

14.5%

14.7%

7.8%

14.8%

21.8%

23.8%

21.7%

17.6%

25.2%

17.0%

22.5%

18.6%

30.4%

21.2%

27.2%

29.5%

16.3%

14.9%

17.4%

19.4%

12.6%

19.3%

12.4%

14.6%

7.2%

11.8%

11.7%

9.1%

6.9%

7.3%

5.8%

7.6%

5.8%

5.7%

5.6%

6.5%

1.4%

6.5%

6.8%

2.3%

3.6%

5.7%

1.4%

1.2%

2.9%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

横浜川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

【任意回答】世帯全体の年収（地域別）

200万円未満

200万円～400万円未満

400万円～600万円未満

600万円～800万円未満

800万円～1,000万円未満

1,000万円～1,200万円未満

1,200万円～1,500万円未満

1,500万円以上

200万円未
満

200万円～400
万円未満

400万円～600
万円未満

600万円～800
万円未満

800万円～
1,000万円未
満

1,000万円～
1,200万円未
満

1,200万円～
1,500万円未
満

1,500万円以
上

合計

全体 88 174 180 130 99 55 45 29 800
横浜川崎地区 32 88 69 55 54 27 24 21 370
横須賀三浦地区 10 15 21 12 5 4 1 1 69
県央地区 25 30 36 33 20 13 11 2 170
湘南地区 8 26 28 13 12 6 7 3 103
県西地区 13 15 26 17 8 5 2 2 88

8.9

8.9

3.3

9.1

6.2

15.9

21.4

22.4

30.0

21.0

15.0

20.5

26.9

28.6

25.0

23.1

29.2

23.9

17.4

16.9

18.3

20.3

20.4

10.2

12.3

11.5

11.7

14.7

12.4

12.5

6.1

6.0

5.0

7.0

5.3

6.8

3.9

4.2

7.1

6.8

3.0

6.7

4.2

4.4

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

【任意回答】世帯全体の年収（地域別）

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,200万円未満

1,200～1,500万円未満

1,500万円以上

200万円未満
200～400万円未

満
400～600万円未

満
600～800万円未

満
800～1,000万円

未満
1,000～1,200万

円未満
1,200～1,500万

円未満
1,500万円以上 合計

全体 70 169 212 137 97 48 31 24 788
横浜・川崎地区 34 86 110 65 44 23 16 6 384
横須賀三浦地区 2 18 15 11 7 3 0 4 60
県央地区 13 30 33 29 21 10 1 6 143
湘南地区 7 17 33 23 14 6 8 5 113
県西地区 14 18 21 9 11 6 6 3 88



 

 

(11) 単純集計の結果 

問 1：「かながわ水源環境保全・再生の取組」に対する認知度 

・神奈川県全体では、72.1％が「かながわ水源環境保全・再生の取組」のことをまったく知らなかった

人であり、取組を行っていることを知っていた人は、7.1％にとどまっている。 

・県西地区は他の地区に比べて、取組内容を知っていた割合が12.5％と高く、前回調査（平成26年調

査）と同様の傾向である。 

・年齢階層別では、前回調査は、年齢が高くなるほど認知度が高い傾向であったが、今年度調査は、20

代が27.9％と神奈川県全体と概ね同様の認知度であり、30代が18.2％と神奈川県全体より低い認知

度であった。30代から60代以上にかけて認知度は高くなる傾向にある。 

 

【地域別】 

 

 

【年齢階層別】 

 

  

7.1

6.2

1.4

10.6

3.9

12.5

20.8

20.0

30.4

20.0

17.5

21.6

72.1

73.8

68.1

69.4

78.6

65.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

「かながわ水源環境保全・再生の取組」の認知度（地域別）

そのような取組を行っていること

を知っていた

名称は聞いたことがあったが、

取組内容までは知らなかった

まったく知らなかった

そのような取組
を行っているこ
とを知っていた

名称は聞いたこ
とがあったが、
取組内容までは
知らなかった

まったく知らな
かった

合計

全体 57 166 577 800
横浜・川崎地区 23 74 273 370
横須賀三浦地区 1 21 47 69
県央地区 18 34 118 170
湘南地区 4 18 81 103
県西地区 11 19 58 88

7.1

2.9

3.8

5.6

6.1

10.7

20.8

25.0

14.4

11.3

20.7

27.3

72.1

72.1

81.7

83.1

73.2

61.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20代

30代

40代

50代

60代以上

「かながわ水源環境保全・再生の取組」の認知度（年齢階層別）

そのような取組を行っていること

を知っていた

名称は聞いたことがあったが、

取組内容までは知らなかった

まったく知らなかった

そのような取組
を行っているこ
とを知っていた

名称は聞いたこ
とがあったが、
取組内容までは
知らなかった

まったく知らな
かった

合計

全体 57 166 577 800
20代 2 17 49 68
30代 4 15 85 104
40代 9 18 133 160
50代 11 37 131 179
60代以上 31 79 179 289



 

 

平成26年本調査結果 

 

 

  



 

 

問 4～問 6：【ケース 1】事業後の状況を維持するために支払っても良いと思う「負担金」の金額 

・ケース1からケース4にかけて提示額を段階的に高く設定しているが、それに伴い負担額に賛

成できない割合が高くなっている。 

 

 

 

問 9～問 11：【ケース 2】事業後の状況を維持するために支払っても良いと思う「負担金」の金額 

 

 

 

問 14～問 16：【ケース 3】事業後の状況を維持するために支払っても良いと思う「負担金」の金額 

 

 

 

問 19～問 21：【ケース 4】事業後の状況を維持するために支払っても良いと思う「負担金」の金額 

 

  

24.5 32.0 11.0 32.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ケース1

負担額（ケース1）
500円/月（6,000円/年）

200円/月（2,400円/年）

100円/月（1,200円/年）

100円/月未満（1,200円/年未満）

500円/月
（6,000円/年）

200円/月
（2,400円/年）

100円/月
（1,200円/年）

100円/月未満
（1,200円/年未

満）
合計

ケース1 49 64 22 65 200

9.0 26.5 20.0 44.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ケース2

負担額（ケース2）
1,000円/月（12,000円/年）

500円/月（6,000円/年）

200円/月（2,400円/年）

200円/月未満（2,400円/年未満）

1,000円/月
（12,000円/

年）

500円/月
（6,000円/年）

200円/月
（2,400円/年）

200円/月未満
（2,400円/年未

満）
合計

ケース2 18 53 40 89 200

12.5 24.5 11.5 51.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ケース3

負担額（ケース3）
2,000円/月（24,000円/年）

1,000円/月（12,000円/年）

500円/月（6,000円/年）

500円/月未満（6,000円/年未満）

2,000円/月
（24,000円/

年）

1,000円/月
（12,000円/

年）

500円/月
（6,000円/年）

500円/月未満
（6,000円/年未

満）
合計

ケース3 25 49 23 103 200

5.0 19.5 15.0 60.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ケース4

負担額（ケース4）
5､000円/月（60,000円/年）

2､000円/月（24,000円/年）

1,000円/月（12,000円/年）

1,000円/月未満（12,000円/年未満）

5､000円/月
（60,000円/

年）

2､000円/月
（24,000円/

年）

1,000円/月
（12,000円/

年）

100円/月未満
（1,200円/年未

満）
合計

ケース4 10 39 30 121 200
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問 7、問 12、問 17、問 22：問 4、問 9、問 14、問 19で負担金を支払う理由 

・負担金を支払う理由として、全体では、「水源環境を守りたいから」が38.2％と最も高く、次いで「良

質な水が安定して供給されるから」が30.3％であった。 

・湘南地区は、他地区と比べて「良質な水が安定して供給されるから」が35.1％と高く、「地中へ水が

貯留されるから」が0％であり、傾向がやや異なっている。 

・年齢が高くなるほど「水質が維持・改善されるから」の割合が小さくなり、一方で「水源環境を守り

たいから」「生態系が健全化されるから」に負担金を支払う価値を見出している。 

 

【地域別】 

 

 

 

【年齢階層別】 
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19.3

11.4
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28.9

32.9

35.1

31.8

38.2

40.8

28.9

42.7

28.1

38.6

2.4

1.5

5.3

2.4

3.5

2.3

1.7

2.5

1.2

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

負担金を支払う理由（地域別）

地中へ水が貯留されるから

生態系が健全化されるから

水質が維持・改善されるから

良質な水が安定して供給されるから

水源環境を守りたいから

水源環境の保全・再生の必要性は感じな

いが、皆のために役立ちたいから

その他

地中へ水が貯留
されるから

生態系が健全化
されるから

水質が維持・改
善されるから

良質な水が安定
して供給される

から

水源環境を守り
たいから

水源環境の保
全・再生の必要
性は感じない

が、皆のために
役立ちたいから

その他 合計

全体 6 59 51 128 161 10 7 422
横浜・川崎地区 3 31 21 56 82 3 5 201
横須賀三浦地区 1 7 6 11 11 2 0 38
県央地区 1 8 8 27 35 2 1 82
湘南地区 0 8 11 20 16 2 0 57
県西地区 1 5 5 14 17 1 1 44

1.4

6.3

1.9

2.3

0.6

14.0

6.3

13.5

17.4

17.0

12.7

12.1

25.0

19.2

14.5

11.4

7.2

30.3

40.6

25.0

21.7

31.8

32.6

38.2

21.9

32.7

40.6

34.1

43.6

2.4

5.8

4.3

1.1

1.7

1.7

1.9

1.4

2.3

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20代

30代

40代

50代

60代以上

負担金を支払う理由（年齢階層別）

地中へ水が貯留されるから

生態系が健全化されるから

水質が維持・改善されるから

良質な水が安定して供給されるから

水源環境を守りたいから

水源環境の保全・再生の必要性は感じな

いが、皆のために役立ちたいから
その他

地中へ水が貯留
されるから

生態系が健全化
されるから

水質が維持・改
善されるから

良質な水が安定
して供給される

から

水源環境を守り
たいから

水源環境の保
全・再生の必要
性は感じない

が、皆のために
役立ちたいから

その他 合計

全体 6 59 51 128 161 10 7 422
20代 2 2 8 13 7 0 0 32
30代 1 7 10 13 17 3 1 52
40代 0 12 10 15 28 3 1 69
50代 2 15 10 28 30 1 2 88
60代以上 1 23 13 59 79 3 3 181
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問 8、問 13、問 18、問 23：問 4、問 9、問 14、問 19で負担金を支払わない理由 

・全体では、負担金を支払う価値はないと回答した人が最も多く36.5％である。 

・県央地区、湘南地区は、事業内容に疑問があり支払わないと回答した人が34～35％であり、県西地区

は15.9％と少ない。 

 

【地域別】 

 

 

 

【年齢階層別】 

 

 

  

36.5

44.4

25.8

27.3

30.4

38.6

2.9
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3.2

2.2

11.4

28.6

27.8

25.8

34.1

34.8

15.9

32.0

25.4

45.2

38.6

32.6

34.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

横浜・川崎地区

横須賀三浦地区

県央地区

湘南地区

県西地区

負担金を支払わない理由（地域別）

今後、整備・維持管理が行われる方が良いと

は思うが、この額を支払う価値はないと思うか

ら
今後、整備・維持管理を行わない方がよいと

思うから

ここで示されている事業では水源環境が保

全・再生されるとは思わないから

その他

今後、整備・維
持管理が行われ
る方が良いとは
思うが、この額
を支払う価値は
ないと思うから

今後、整備・維
持管理を行わな
い方がよいと思

うから

ここで示されて
いる事業では水
源環境が保全・
再生されるとは
思わないから

その他 合計

全体 138 11 108 121 378
横浜・川崎地区 75 4 47 43 169
横須賀三浦地区 8 1 8 14 31
県央地区 24 0 30 34 88
湘南地区 14 1 16 15 46
県西地区 17 5 7 15 44

36.5

41.7

44.2

39.6

36.3

28.7

2.9

2.8

3.8

4.4

2.2

1.9

28.6

36.1

32.7

28.6

27.5

25.0

32.0

19.4

19.2

27.5

34.1

44.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20代

30代

40代

50代

60代以上

負担金を支払わない理由（年齢階層別）

今後、整備・維持管理が行われる方が良いと

は思うが、この額を支払う価値はないと思うか

ら
今後、整備・維持管理を行わない方がよいと

思うから

ここで示されている事業では水源環境が保

全・再生されるとは思わないから

その他

今後、整備・維
持管理が行われ
る方が良いとは
思うが、この額
を支払う価値は
ないと思うから

今後、整備・維
持管理を行わな
い方がよいと思

うから

ここで示されて
いる事業では水
源環境が保全・
再生されるとは
思わないから

その他 合計

全体 138 11 108 121 378
20代 15 1 13 7 36
30代 23 2 17 10 52
40代 36 4 26 25 91
50代 33 2 25 31 91
60代以上 31 2 27 48 108
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問 47：「水源環境保全税」に対する認知度 

・水源環境保全税に関する認知度は低く、既知の人は全体で9.5％であり、前回調査から5.5％減少して

いる。 

・地区別では、横浜・川崎地区が全体平均よりも高く、横須賀三浦地区が最も低くなっている。 

・年齢階層別では、全体平均に比べ、20代と60代以上で「水源環境保全税」を知っている人が多い。 

【地域別】 

 

 

【年齢階層別】 
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県西地区

「水源環境保全税」の認知度（地域別）

知っていた 知らなかった

知っていた 知らなかった 合計

全体 76 724 800
横浜・川崎地区 39 331 370
横須賀三浦地区 4 65 69
県央地区 16 154 170
湘南地区 9 94 103
県西地区 8 80 88

9.5

14.7

8.7

6.9

7.8

11.1

90.5

85.3

91.3

93.1

92.2

88.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20代

30代

40代

50代

60代以上

「水源環境保全税」の認知度（年齢階層別）

知っていた 知らなかった

知っていた 知らなかった 合計

全体 76 724 800
20代 10 58 68
30代 9 95 104
40代 11 149 160
50代 14 165 179
60代以上 32 257 289
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かながわ水源環境保全・再生施策による経済的価値 

かながわ水源環境保全・再生施策が神奈川県民に及ぼす価値は、世帯当たりの WTP に神奈川

県の世帯数を乗じることで算出される。 

算出にあたっては、神奈川県全体の世帯においても、本調査と同様に抵抗回答が生じること

を踏まえ、過大評価とならないよう有効回答率を乗じた。 

また、より事業を理解した上で WTP を回答いただいた有効サンプル（事業理解度の設問あり）

から推計した WTP も算出した。 

その結果、かながわ水源環境保全・再生施策による経済的価値は、事業理解度の設問ありの

有効サンプルでは 272 億円であり、有効サンプル（平成 26年度調査時と同条件）は、402億円

となった。 

 

＜経済価値の算定条件＞ 

 対数尤度が高かった有効サンプル・生存分析（ワイブル分析）のWTPを採用 

 世帯数を乗じて神奈川県全体での評価を行うことからWTP平均値を採用 

 現在の世帯数を用いて経済的価値を算定 

 有効回答率を考慮 

 事業理解度の設問あり・なしでの2パターンで算出 

 

【かながわ水源環境保全・再生施策による経済的価値】 

有効サンプル（事業理解度の設問あり）平均値による経済的価値  

＝ 支払意思額（WTP）[円/月]×12ヶ月×受益範囲の世帯数[世帯数]×有効回答率 

＝ 964 円/月 × 12ヵ月 × 4,310,944 世帯 × 54.6 ％ 

＝ 272.2 億円/年 

 

有効サンプル平均値による経済的価値 

＝ 支払意思額（WTP）[円/月]×12ヶ月×受益範囲の世帯数[世帯数] 

＝ 913 円/月 × 12ヵ月 × 4,310,944 世帯 × 85.3 ％ 

＝ 402.3 億円/年 
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